
報告事項について

議題１

令和２年６月
出入国在留管理庁



特定技能外国人の許可状況等について（令和２年５月末現在：速報値）

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ①

特定技能在留外国人数（令和２年５月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 ５，２２５人

許可件数等の内訳

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

① 在留資格認定証明書交付 交付 ３，５９８件

② 在留資格変更許可 許可 ３，５１３件

③ 登録支援機関登録 登録 ４，４３５件

その他
３１６件
７．１％

登録支援機関の内訳

（許可・交付件数）

平成31年 令和元年 令和2年

分野 人数

介護 １１８人

ビルクリーニング ６０人

素形材産業 ５０２人

産業機械製造業 ５１９人

電気・電子情報

関連産業

２３５人

建設 ３２２人

造船・舶用工業 １６８人

自動車整備 ４８人

航空 ２人

宿泊 ３４人

農業 ８４４人

漁業 ４９人

飲食料品製造業 １，８５２人

外食業 ４７２人
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会社（株式会社，合同会社等）
２，４３１件
５４．８％

中小企業事業協同組合
１，１５３件
２６．０％

行政書士（個人）
３３６件
７．６％

一般社団法人
１２７件
２．９％

社会保険労務士（個人）
７２件
１．６％
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Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特定技能制度運用状況②

特定技能在留外国人数（令和２年３月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 ３，９８７人

国籍・地域
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ン
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在留数 2,316 456 331 235 216 198 125 25 85 
構成比 58.1% 11.4% 8.3% 5.9% 5.4% 5.0% 3.1% 0.6% 2.1%

国籍別特定技能在留外国人数

分野 介
護

ビ
ル

ク
リ
ー

ニ
ン
グ

素
形
材
産
業

産
業
機
械

製
造
業

電
気
・

電
子
情
報

関
連
産
業

建
設

造
船
・

舶
用
工
業

自
動
車
整
備

航
空

宿
泊

農
業

漁
業

飲
食
料
品
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造
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業

在留数 56 27 437 428 184 267 156 37 - 19 686 42 1,402 246 
構成比 1.4% 0.7% 11.0% 10.7% 4.6% 6.7% 3.9% 0.9% 0.0% 0.5% 17.2% 1.1% 35.2% 6.2%
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在留数 142 12 7 25 1 3 22 220 98 169 238 298 259 139 44 25 29 18 16 78 110 140 337 89 
構成比 3.6% 0.3% 0.2% 0.6% 0.0% 0.1% 0.6% 5.5% 2.5% 4.2% 6.0% 7.5% 6.5% 3.5% 1.1% 0.6% 0.7% 0.5% 0.4% 2.0% 2.8% 3.5% 8.5% 2.2%
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在留数 39 56 188 111 15 7 15 22 52 169 27 8 70 58 16 228 12 92 114 34 9 33 66 27 
構成比 1.0% 1.4% 4.7% 2.8% 0.4% 0.2% 0.4% 0.6% 1.3% 4.2% 0.7% 0.2% 1.8% 1.5% 0.4% 5.7% 0.3% 2.3% 2.9% 0.9% 0.2% 0.8% 1.7% 0.7%

都道府県別特定技能在留外国人数

分野別特定技能在留外国人数
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Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ③

実施場所（実施月） 受験者数 合格者数

介護

（フィリピン） 2019年4月～2020年3月
（カンボジア） 2019年9月～2020年3月,5月
（インドネシア）2019年10月～2020年4月
（ネパール） 2019年10月～2020年3月
（モンゴル） 2019年11月,12月
（ミャンマー） 2020年2月,3月
（日本国内） 2019年10月～12月,2020年3月～5月

（技能試験）

6,582人（注１）
（日本語試験）

6,297人（注１）

（技能試験）

3,620人（注１）
（日本語試験）

3,732人（注１）

ビルクリーニング
（フィリピン） 2020年2月,3月
（ミャンマー） 2019年12月
（日本国内） 2019年11月,12月

709人 495人

素形材産業（注２）
産業機械製造業（注２）
電気・電子情報関連産業（注２）

（インドネシア）2020年1月 23人 4人

建設 － － －

造船・舶用工業（注２）
（フィリピン） 2019年11月
（日本国内） 2020年5月 15人 8人

自動車整備 （フィリピン） 2019年12月～2020年3月 32人 25人

航空（注２）
（フィリピン） 2019年11月
（モンゴル） 2019年10月
（日本国内） 2019年11月,2020年2月

340人 194人

宿泊
（ミャンマー） 2019年10月
（日本国内） 2019年4月,10月,2020年1月 1,852人 1,140人

農業（注２）

（フィリピン） 2019年10月～2020年3月
（カンボジア） 2020年1月～3月
（インドネシア）2020年1月～3月
（ミャンマー） 2020年2月,3月
（日本国内） 2020年3月

701人 571人

漁業（注２） （インドネシア）2020年1月 19人 8人

飲食料品製造業
（フィリピン） 2019年11月～2020年3月
（インドネシア）2020年1月～3月
（日本国内） 2019年10月,2020年2月

3,488人 2,767人

外食業

（フィリピン） 2019年11月～2020年3月
（カンボジア） 2020年1月～3月
（ミャンマー） 2020年2月,3月
（日本国内） 2019年4月,6月,9月,11月,2020年2月

8,924人 5,453人

国際交流基金
日本語基礎テスト

（フィリピン） 2019年4月～6月,8月～11月,2020年1月,3月
（カンボジア） 2019年10月,2020年1月,3月,5月
（インドネシア）2019年10月,11月,2020年1月,3月
（ネパール） 2019年10月,11月,2020年1月,3月
（モンゴル） 2019年11月
（ミャンマー） 2020年3月

7,971人（注１） 2,737人（注１）

(注1） 2020年5月以降に実施された介護（技能試験及び日本語試験），国際交流基金日本語基礎テストの受験者数及び合格者数のうち未発表分については，各者数の累計値に含んでいない。
(注2) 業務区分によって試験実施状況が異なる。

特定技能試験等の実施状況について（令和２年５月末現在。各試験実施機関のウェブサイトを参考に作成したもの。）
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新型コロナウイルス感染症の影響により実習が継続困難となった技能実習生等に対する雇用維持支援について
～迅速かつ効率的なマッチングによる本邦での再就職の実現～

外
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人
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機
構

地方公共団体

都道府県福祉人材センター
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理
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体

受
入
れ
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関

○ 介護分野の例

出
入
国
在
留
管
理
庁

出入国在留管理庁において，新型コロナウイルス感染症の影響により解雇等され，実習が継続困難となった技能実習生，特定
技能外国人等の本邦での雇用を維持するため，関係省庁と連携し，特定産業分野における再就職の支援を行うとともに，一定の
要件の下，在留資格「特定活動」を付与し，外国人に対する本邦での雇用維持をパッケージで支援する。技能実習生等が来日で
きず，人材確保に困難を来している分野での就労促進も行う。

出入国在留管理庁は，支援の対象となる技能実習生等の情報を迅速かつ網羅的に把握し，これらの技能実習生等が就労を希
望する特定産業分野に再就職できるよう，各分野の関係機関に情報提供することにより，効率的なマッチングが可能となる。
また，出入国在留管理庁は，外国人在留総合インフォメーションセンター等と連携し，外国人からの各種相談に適切に対応する。

支援の概要

目的

在留資格上の措置

・ 申請人の報酬額が，日本人が従事する場合の報酬額と同等以上であること
・ 申請人が，特定技能外国人の業務に必要な技能を身に付けることを希望していること

（希望する特定産業分野に係る技能試験等の合格が必要な者に限る）
・ 受入れ機関が，申請人を適正に受け入れることが見込まれること（外国人の受入れ実績等）
・ 受入れ機関が，申請人が受入れ機関の業務を通じて必要な技能等を身に付けるよう指導・支援すること
・ 受入れ機関等が，申請人に在留中の日常生活等に係る支援を適切に行うこと 等

雇用維持支援のイメージ

○ 全分野

○ 農業分野の例

農林水産省

実習が継続困難と
なり，かつ本邦での
再就職を希望する
技能実習生等の情報

農家

介護施設

求人中の
事業者

在留資格 「特定活動（就労可）」
在留期間 最大 １年
令和２年４月２０日から実施

要件

・全国農業協同組合中央会
・日本農業法人協会
・全国農業会議所

監理団体，登録支援機関，

ＪＡ都道府県中央会，ＪＡ等

４



特定技能在留外国人数（令和２年３月末）のポイント 
 

令和２年５月 

１ 特定技能在留外国人数 

令和元年１２月末現在 １，６２１人 ⇒ 令和２年３月末現在 ３，９８７人 

     

２ 各類型別特定技能在留外国人数 

（１）国籍・地域別 
 国籍・地域 人数 構成比 

１ ベトナム ２，３１６人 ５８．１％ 
２ インドネシア ４５６人 １１．４％ 
３ 中国 ３３１人 ８．３％ 
４ フィリピン ２３５人 ５．９％ 
５ ミャンマー ２１６人 ５．４％ 

 
（２）分野別 

 分野 人数 構成比 
１ 飲食料品製造業 １，４０２人 ３５．２％ 
２ 農業 ６８６人 １７．２％ 
３ 素形材産業 ４３７人 １１．０％ 
４ 産業機械製造業 ４２８人 １０．７％ 
５ 建設 ２６７人 ６．７％ 
６ 外食業 ２４６人 ６．２％ 
７ 電気・電子情報関連産業 １８４人 ４．６％ 
８ 造船・舶用工業 １５６人 ３．９％ 
９ 介護 ５６人 １．４％ 

１０ 漁業 ４２人 １．１％ 
１１ 自動車整備 ３７人 ０．９％ 
１２ ビルクリーニング ２７人 ０．７％ 
１３ 宿泊 １９人 ０．５％ 

 
（３）都道府県別 

 都道府県 人数 構成比 
１ 愛知県 ３３７人 ８．５％ 
２ 千葉県 ２９８人 ７．５％ 
３ 東京都 ２５９人 ６．５％ 
４ 埼玉県 ２３８人 ６．０％ 
５ 福岡県 ２２８人 ５．７％ 
６ 茨城県 ２２０人 ５．５％ 
７ 大阪府 １８８人 ４．７％ 
８ 群馬県 １６９人 ４．２％ 

広島県 １６９人 ４．２％ 
１０ 北海道 １４２人 ３．６％  

３ 各ルート別特定技能在留外国人数 
 試験 技能実習 その他（注） 

人数 ２８１人 ３，６６３人 ４３人 
構成比 ７．０％ ９１．９％ １．１％ 

（注）介護分野における「ＥＰＡ介護福祉士候補者ルート」及び自動車整備分

野における「技能検定ルート」 


